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１月定例社長記者会見概要 

 

〇原田社長からの説明事項 

 お忙しい中、お集まりいただきありがとうございます。 

 本日は今年最初の記者会見となります。本年もどうぞよろしくお願いいたします。 

 私からは、「２０１９年の経営展開にあたっての力点」と「２０１８年度

第３四半期決算の概要」について、説明させていただきます。 

 

○２０１９年の経営展開にあたっての力点について 

 はじめに「２０１９年の経営展開にあたっての力点」について、ご説明

いたします。 

 

当社は、企業グループが一体となり、これまで以上にお客さまや地域に

“より、そう”取り組みを推進していくため、当社のコーポレートスローガン

「より、そう、ちから。」を、２０１９年度よりグループスローガンとして

設定することといたしました。 

事業環境が変化する中においても、グループスローガン「より、そう、ちから。」

のもと、企業グループが一体となり、社員一人ひとりが、お客さまや

地域のために何が最善かをよく考え、自ら実践することで、お客さまや地域の

皆さまのご期待にお応えしてまいります。 

 

当社は、２０１７年度から２０２０年度までを対象期間とする「東北電力

グループ中期経営方針」を策定し、同方針で掲げた目標達成に向けて、様々な

施策を展開しているところです。対象期間３年目となる今年は、グループ

スローガン「より、そう、ちから。」のもと、企業グループが一丸となって、

「“利益創出力”の徹底強化」、「“生産性・効率性”のさらなる向上」、

「“新たな事業機会”への挑戦」、「強固な“経営基盤”の確立」の４点に注力して

まいります。 

 

４つの力点は、当社が事業を展開していくうえでいずれも重要なポイント

ですが、この中から、「３．“新たな事業機会”への挑戦」の具体的な

取り組みであります、「再生可能エネルギー事業の拡大」と「ガス事業の

強化」について、説明させていただきます。 
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○再生可能エネルギー事業の拡大 

当社は、安全性を大前提に、安定供給確保、環境適合、経済性のいわゆる

Ｓ＋３Ｅの観点から、これまでも特定の電源や燃料源に偏ることなく、

原子力や火力等に加えて、東北・新潟エリアに豊富に賦存する再生可能

エネルギーの最大限の活用に取り組んできております。 

風力や太陽光などの再生可能エネルギー発電は、気象条件により、発電出力が

変動するなどの課題があるものの、環境面やエネルギー安全保障の面から

重要な電源であり、技術の進展等に伴い、将来的には、原子力や火力とともに

主力電源の一つになっていくものと考えております。 

 

こうしたことから当社および当社企業グループは、今後も長期にわたって

再生可能エネルギーを有効活用していくため、自らが責任ある事業主体と

なるべく、これまで以上に積極的に再生可能エネルギー事業を推進していくことと

しました。 

 

具体的には、風力発電を主軸に、太陽光・水力・地熱・バイオマス発電など、

再生可能エネルギー全般を対象として、これまで当社および当社企業グループが

培ってきたノウハウを活用しながら、有望案件の開発や、先進的に取り組まれている

事業者のプロジェクトへの参画を通じて、東北・新潟エリアを中心に２００万ｋＷの

開発を目指してまいります。 

また、再生可能エネルギーを長期的かつ持続的に活用するためには、開発から

運用・保守、廃止、リプレースに至るまで、再生可能エネルギーのライフサイクル

全般に関与することも重要と考えております。 

このため、運用・保守事業いわゆるＯ＆Ｍや、電源リプレース事業などの

展開についても併せて検討を進めてまいります。 

なお、事業の推進にあたっては、実効性をより高める観点から、経営層を

トップとする「再生可能エネルギー事業推進会議」を年度内に立ち上げるとともに、

本年７月には「再生可能エネルギー事業推進室」を設置し、体制面の強化も

図ってまいります。 

 

○ガス事業の強化 

続いて、ガス事業の強化についてご説明いたします。 

 

当社は、ガス事業の強化に向けた取り組みとして、地域のガス事業者との連携を

強化することとし、その一環として、本日、石巻ガス株式会社との間で、

電力・ガス販売の業務提携に関する基本契約を締結いたしました。 

今後、石巻ガスの供給エリアにおいて、法人のお客さまを対象に、共同で

ガスの販売拡大に向けた営業活動を行うほか、電力とガスをセットで提案するなど、

両社で幅広く連携してまいります。 
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今回の業務提携を通じて、両社は、重油等から、より環境負荷の低い

天然ガスへの転換や、電力とガスの最適な組み合わせによるトータルエネルギー

ソリューションなど、お客さまのニーズにより沿う取り組みのさらなる充実を

図ってまいります。 

また、両社の連携によるサービスを展開していくことで、石巻地域の震災復興や

産業基盤の発展に貢献できるよう努めてまいります。 

なお、今回の提携は、当社として、地域の都市ガス事業者と提携する初めての

事例となります。 

当社は、グループ企業である東北天然ガスを通じて、多くの都市ガス事業者に

ガスを購入いただいていることから、他の都市ガス事業者との連携の可能性に

ついても、幅広く検討してまいりたいと考えております。 

 

 この他、ガス事業については、昨年８月に営業運転を開始した新仙台火力発電所

ＬＮＧ出荷設備を活用するとともに、本年７月には「ガス事業部」を設置し、

ガス販売量のさらなる拡大に取り組んでまいります。 

 

「２０１９年の経営展開にあたっての力点」については、以上となります。 

 

当社を取り巻く事業環境は、その厳しさを一層増していくものと考えて

おりますが、グループスローガン「より、そう、ちから。」のもと、２０２０年

４月に控える送配電事業の分社化への最終仕上げを行いながら、本日お知らせした

４つの力点により事業を推進していくことで、中期経営方針の目標達成に

確かな道筋をつけ、さらなる成長へ挑戦してまいります。 

 

〇２０１８年度第３四半期決算の概要について 

 次に、２０１８年度第３四半期決算の概要について、ご説明いたします。 

なお、数値は、連結ベースで説明させていただきます。 

 

まず、収益面でありますが、当社における販売電力量は、４９４億キロワット

アワーとなり、前年同期に比べ３．９パーセントの減となりました。 

 

 一方で、当四半期は、エリア外への卸売の増加や卸電力取引所の活用などに

より、他社販売電力料が増加したことなどから、売上高は１兆５，８２４億円

となり、前年同期に比べ１，０２５億円の増、率にして６．９パーセント増の

増収となりました。 
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なお、この売上高には再生可能エネルギーの固定価格買取制度に基づく、

再エネ交付金や再エネ賦課金に加えて、昨年１０月に間接オークションが

導入されたことに伴い、エリア外への地域間連系線を利用した場合に発生する、

卸電力取引所での自己約定分が含まれております。 

 これらの売上高に占める額は、合計で２，７８９億円になりますが、

いずれも売上高だけでなく、費用側にも計上されることから、当社の収支に

影響を与えるものではありません。 

 

次に費用面についてご説明いたします。 

 

当四半期においても、引き続き企業グループ一体となって、継続的な

効率化の取り組みによる経費全般の削減などに努めたものの、燃料価格の上昇

や渇水の影響により燃料費が増加したことなどから経常費用が増加しました。 

 

この結果、経常利益は３１１億円となり、前年同期に比べ３６０億円の減、

率にして５３．７パーセント減の減益となりました。 

また、親会社株主に帰属する四半期純利益は２３８億円となり、前年同期に

比べ１９０億円の減、率にして４４．４パーセントの減となりました。 

 

ここで、経常利益が前年同期に比べて減少した要因について、補足いたします。 

 

当四半期については、燃料価格の上昇に伴う燃料費調整制度のタイムラグ影響が、

２１０億円程度ありました。 

さらに渇水に伴い、水力発電の稼働が減少したことから、燃料費の増加影響が

８０億円程度ありました。 

こうした収支悪化要因により、経常利益は、前年同期に比べ、３６０億円

減少する結果となったものです。 

 

 ２０１８年度の通期業績予想および期末配当予想については、昨年の１０月

２５日にお知らせした数値からの変更はありません。 

なお、通期業績予想については、先ほどご説明した第３四半期決算と比較し

利益が増加するものと見込んでおります。これは、１月から３月の第４四半期に

おいて、燃料価格の低下に伴い、燃料費調整制度のタイムラグ影響が改善する

ことや、厳冬期の暖房需要等により、販売電力量が他の四半期に比べ増加する

傾向にあることなどを踏まえたものです。 

また、期末配当については、本年６月に開催予定の、第９５回定時株主総会の

決議を持って、正式に決定となります。 

 

 以上が、第３四半期決算の概要であります。 
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当社といたしましては、引き続き、電源のコスト競争力強化を図りながら、

小売・卸売の両面から販売拡大に取り組むとともに、新たな事業機会にも

挑戦していくことで、収益力の向上に努めてまいります。 

また、コスト削減・効率化に向けた取り組みの一層の追求と、安全を最優先に

原子力発電所の再稼働に向けて着実に取り組むことで、経営基盤の安定化を

図ってまいります。 

 

 本日、私からは以上です。 

以 上 

 


